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 貸　　　借　　　対　　　照　　　表

(平成１４年３月３１日現在)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　百万円)

  　 科            目  　　金　　　　額  　　科　　　　　　目  　　金　　　　額

   　(資　産　の　部)  　　(負　債　の　部)

 流 　動 　資 　産 　　 １６２,６５８  流　 動 　負 　債 　　 １６１,２３７

     現 金 及 び 預 金 　　　 ３０,９１９     支 払 手 形 　　　 １５,７６４

     受 取 手 形 　　　　 ３,３５３     買 掛 金 　　　 ６３,１７６

     売 掛 金 　　　 ８５,３５０     短 期 借 入 金 　　　 ３０,８５０

     有 価 証 券 　　　　 ４,１１８     一 年 以 内 返 済 長 期 借 入 金 　　　　　　５００

     商品・製品及び仕掛品 　　　 ２３,５８６     一 年 以 内 償 還 社 債 　　　 １５,０００

     原材料及び貯蔵品 　　　　 ４,８８３     一年以内償還転換社債 　　　 １９,９９９

     前 払 費 用 　　　　　　　　８     未 払 金 　　　　 ７,７８０

     繰 延 税 金 資 産 　　　　 １,５６１     未 払 費 用 　　　　 ６,６６６

     未 収 入 金 　　　　 ８,１３７     未 払 法 人 税 等 　　　　 １,１０９

     そ の 他 流 動 資 産 　　　　　　９６１     そ の 他 流 動 負 債 　　　　　　３８９

     貸 倒 引 当 金 　△　　　　２２２  固　 定　 負 　債 　　　 ８８,８１０

 固　 定   資   産 　　 ２０４,４７２     社 債 　　　 ２０,０００

   有 形 固 定 資 産 　　　 ８５,５０５     転 換 社 債 　　　 ２０,０００

     建                 物 　　　 １９,６８７     長 期 借 入 金 　　　 １５,５００

     構　　　 築 　　　物 　　　　 １,３５３     退 職 給 付 引 当 金 　　　 ３２,９７１

     機　械　及　び　装　置 　　　 ４１,５１５     役員退職慰労引当金 　　　　　　３３９

     車　 輌 　運 　搬 　具 　　　　　　３７８   負 債 合 計 　　 ２５０,０４７

     工　具　器　具　備　品 　　　　 ３,３５０      （資  本  の  部）

     土　    　        地 　　　 １６,８７０  資 本 金 　　　 ２５,８９３

     建 設 仮 勘 定 　　　　 ２,３４９  法 定 準 備 金 　　　 ６６,５３０

   無 形 固 定 資 産 　　　　　　６４３     資 本 準 備 金 　　　 ６０,６６４

     ソ フ ト ウ ェ ア 等 　　　　　　６４３     利 益 準 備 金 　　　　 ５,８６５

   投 資 等 　　 １１８,３２３  剰 余 金 　　　 ２１,７８７

     投 資 有 価 証 券 　　　 ２１,８４０     特 別 償 却 準 備 金 　　　　　　　２７

     子会社株式・出資金 　　　 ９０,７２３     固定資産圧縮積立金 　　　　 １,６５２

     長 期 前 払 費 用 　　　　　　２０１     圧縮特別勘定積立金 　　　　　　２１７

     繰 延 税 金 資 産 　　　　 ８,６８４     別 途 積 立 金 　　　 １７,００５

    　  そ の 他 投 資 等 　　　　 ２,０５２     当 期 未 処 分 利 益 　　　　 ２,８８４

     貸 倒 引 当 金 　△　　　　２７６      　(うち当期利益) 　　　　(１,７８８)

     投 資 損 失 引 当 金 　△　　 ４,９０２  評　価　差　額　金 　　　　 ２,８７４

    その他有価証券評価差額金 　　　　 ２,８７４

 自　 己 　株 　式 △　　　　　　３

  資 本 合 計 　　 １１７,０８３

  資 産 合 計 　　 ３６７,１３１   負 債 及 び 資 本 合 計 　　 ３６７,１３１
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損　　益　　計　　算　　書

平成１３年４月 １ 日から

平成１４年３月３１日まで

　　　　　　　        　　　                                                           　　　　(単位  百万円)

 　　　         科　　　　　　　　　            目 　　 　 金    　　　　　額

         営　　　業　　　収　　　益

                 売 上 高 　　　　　２８６,１５８

         営　　　業　　　費　　　用
                 売 上 原 価 　　　　　２５３,８８７

                 販売費及び一般管理費 　　　　　　２８,３８９

 営

 業

 損

 益

 の

 部          営 業 利 益 　　　　　　　３,８８１

 営          営  　業　　外　　収　  益

 業                  受 取 利 息 配 当 金 　　　　　　　　 ７０３

 外                  雑 収 入 　　　　　　　２,４４３

 損
 益 営　　業　　外　　費　　用

 の 支　   　   払   　 　  利      　　息 　　　　　　　１,１５１

 部 雑 損 失 　　　　　　　　 ４５５

経

常

損

益

の

部

経 常 利 益 　　　　　　　５,４２１

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 　　　　　　　　 ２８２

有 価 証 券 売 却 益 　　　　　　　　 　　６

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 　　　　　　　　 １２１

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損            　　　　　　　　 ３８８

有 価 証 券 等 評 価 損 　　　　　　　２,１０６

特

別

損

益

の

部 投資損失引当金繰入額            　　　　　　　　 ９３０

税 引 前 当 期 利 益 　　　　　　　２,４０７

法人税、住民税及び事業税              　　　　　　　１,３００

法 人 税 等 調 整 額 　　　　　　　△ ６８１

当 期 利 益 　　　　　　　１,７８８
前   期   繰   越   利   益 　　　　　　　１,６８４

中   間   配   当   額 　　　　　　　　 ５８８

当 期 未 処 分 利 益 　　　　　　　２,８８４
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注記
　１．重要な会計方針

　　　貸借対照表及び損益計算書の作成に当たって採用した重要な会計処理の原則及び手続は次のとおりであり

      ます。

　　　１）有価証券の評価方法及び評価基準
  　　　　　子会社株式及び関連会社株式 ・・・・・・ 移動平均法による原価法

            その他有価証券

                  時価のあるもの ・・・・・・・・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法

                                                   （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価
                                                     は移動平均法により算定）

                  時価のないもの ・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法

　　　

      ２）棚卸資産の評価方法及び評価基準
　　　　　　移動平均法による原価法

　　

　　　３）固定資産の減価償却の方法

　　　　　　有形固定資産・・・・・・定率法
                                      ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

                                      く。）については定額法を採用しております。

                

　　　　　  無形固定資産・・・・・・定額法
                                      なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

                                      間（５年）に基づく定額法を採用しております。

　　　４）引当金の計上基準
　　　　　　貸倒引当金

              期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

              り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

              しております。

            投資損失引当金

              関係会社に対する出資額の損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております｡

            退職給付引当金

              従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、

              当期末において発生していると認められる額を計上しております。

            役員退職慰労引当金

              役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

  　　　　　　当該引当金は商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。

　　  ５）消費税等の会計処理

　　　　　　税抜方式

６）自己株式の表示
　　　　　　前期まで資産の部に表示していた自己株式は「株式会社の貸借対照表、損益計算書、営業報告

　　　　　　書及び附属明細書に関する規則」の改正により、当期より資本に対する控除項目として資本の

　　　　　　部の末尾に表示しております。
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  ２．貸借対照表

　　　１）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　２）主要な外貨建資産及び負債

              売　　　掛　　　金                                 ６６,９１９千ユーロ

                                                                ４０,８９９千米ドル

              子会社株式・出資金                               ２７６,９５３千米ドル

                                                              １２７,４３４千ユーロ

                                                                ５２,９１７千英ポンド

　　　３）有形固定資産の減価償却累計額                        ２２７,７１６百万円

４）有形固定資産の圧縮記帳実施額  建　　　　物     　          　　 ２４百万円

  機械及び装置　　　　　　　    　　　７百万円

  車 輌運搬具　　　　　　　　   　　１百万円

  工具器具備品　　　　　　　　　    ８４百万円

      ５）子会社に対する短期金銭債権　　　　　　　　　            ４０,５７４百万円

　 　　　 子会社に対する短期金銭債務　　 　　　　　　             １７,９５７百万円

　　  ６）保証債務　　　　　　　　　　　 　　　　　　　           ２４,２５７百万円

　　 　   保証予約　　　　　　　　　　　 　　　　　　　             ８,８０５百万円

　　 　   経営指導念書差入                                       １２,６１６百万円

      ７）１株当たりの当期利益　　　 　 　　  　　　　　                　９円１２銭

      ８）商法第２９０条第１項第６号に規定する純資産額              ２,８７４百万円

      ９）退職給付引当金と相殺されている退職給付信託における年金資産額   ７,９６１百万円

　３．損益計算書

　　　１）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

      ２）子会社との取引高

              売 上 高　　                           ８０,８８７百万円

              仕 入 高　                             ５４,３７７百万円

              営業取引以外の取引高                                 ２,９５０百万円


